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厚生労働省は、今年８月に作成した裁量労働制に関す

るＱ＆Ａについて、追補版を作成しました。追加された内

容からいくつか抜粋して紹介します。 

 

◆労働者の自己申告による労働時間の状況の把握は

可能 

  専門型・企画型において、労働時間の状況の把握方

法は「タイムカードによる記録、パーソナルコンピュータ等

の電子計算機の使用時間の記録等の客観的な方法その

他の適切なもの」であることが必要とされています。そのた

め、労働者の自己申告による把握は原則認められません。

ただし、ここでいう「労働時間の状況」の概念およびその把

握方法は、安衛法66条の８の３と同一のものであるため、

やむを得ず客観的な方法により把握し難い場合において

は認められます。 

 

◆事前に協定または決議し、制度を適用しない期間

後に再適用することは可能 

  専門型・企画型において、健康・福祉確保措置として、

把握した労働時間が一定時間を超えない範囲内とするこ

と、および当該時間を超えたときはみなしの効果が生じな

いこととする措置を定めた場合に、一定期間の適用をしな

いこととしたうえで、同期間経過後に再度制度を適用する

ことをあらかじめ協定または決議し、実施することは可能で

す。 

 

ただし、適用しない期間は事前に労使協定の当事者と

なる労働者の過半数で組織する労働組合等または労使委

員会と協議のうえで決定しておくことが必要です。また、再

度適用するにあたっては、適用解除後の労働者の勤務状

況（労働時間の状況を含みます）や健康状態等を踏まえて、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用者が個別具体的に再適用の可否を判断することに留

意する必要があります。また、いったんは適用が解除され

た以上、改めて労働者の同意が必要です。 

 

◆評価制度および賃金制度の運用状況の説明は、概

要資料等の開示を想定 

 専門型・企画型において、裁量労働制の適用対象であ

る「労働者に適用される評価制度およびこれに対応する賃

金制度の運用状況（労働者への賃金・手当の支給状況や

評価結果等をいう。）」の開示方法は、実際に支給されてい

る平均賃金を示した資料を開示することや、賃金水準や制

度適用に係る特別手当の実際の支給状況や評価結果等

について、その分布をまとめた概要資料などを開示するこ

とが考えられます。特に適用対象である労働者が１名の場

合は、賃金額等について一定の幅を持たせて開示するこ

と、当該労働者の値が非適用労働者と比べてどの程度多

いかもしくは少ないかという相対値を示すことなどが考えら

れますが、労使で協議のうえ、個人が特定できないようプラ

イバシーの保護に十分留意が必要です。 

 

【厚生労働省「令和５年改正労働基準法施行規則等に係

る裁量労働制に関するＱ＆Ａ」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/001164350.pdf 

 

 

 

◆賃上げ実施企業、引上げ額、引上げ率ともに昨年

より増加 

厚生労働省の令和５年「賃金引上げ等の実態に関する

調査」結果によると、１人当たりの平均賃金を引き上げた、

または引き上げる企業の割合は89.1％（前年同比3.4ポイ

ント増）、１人当たりの平均賃金の引上げ額は9,437円（同

3,903円増）となりました。平均賃金の引上げ率は3.2％（同

1.3ポイント増）で、平成11年以降で最も高い数値となりま

した。 

 

令和５年改正労基則等に係る裁量労働制に関する

Ｑ＆Ａ（追補版）が作成されました 
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「共に成長し、共に発展する」喜びを見つけ、信頼関係を大切にしています。 

 

賃金改定率が過去最高に～厚生労働省実態調査 
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同調査は、常用労働者100人以上を雇用する会社組

織の民営企業を対象とし、3,620社を抽出して1,901社から

有効回答を得たものです。 

 

産業別にみると、平均賃金を引き上げた、または引き上

げる企業の割合は、「建設業」が100.0％で最も高く、次い

で「製造業」が97.7％、「電気・ガス・熱供給・水道業」が

92.9％となっています。 

平均賃金の引上げ額は、「鉱業、採石業、砂利採取業」

が18,507円（引上げ率5.2％）で最も高く、次いで「情報通

信業」が15,402円（同4.5％）、建設業12,752円（同3.8％）

となっています。 

 

◆すべての企業が業績好調による賃金引上げとは限

らない 

賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素の割合を

みると、「企業の業績」が36.0％で最も多く、次いで「労働力

の確保・定着」が16.1％、「雇用の維持」が11.6％となって

います。 

 

本調査結果の通り、近年、賃金引上げを実施する企業

が増加しています。その理由として、物価上昇への対応や

従業員のモチベーション向上、人材確保・定着などが挙げ

られます。しかし、賃金引上げを実施するすべての企業が

業績好調による引上げとは限らず、業績は改善しないが従

業員の生活を守り、人材流出を防ぐことを狙いとして実施

する企業も多いと考えられます。賃金引上げを実施する際

には、政府が掲げている賃金引上げに向けた各種支援策

等を参考にしながら慎重に検討する必要があるでしょう。 

 

【厚生労働省「令和５年賃金引上げ等の実態に関する

調査の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/2

3/dl/10.pdf 

 

 

 

 

◆改正戸籍法施行で利便性アップ 

令和元年成立の改正戸籍法には、本籍地の市区町村

でなければ戸籍謄本を取得できない等の不便を解消する

ための新システム構築等が盛り込まれていましたが、いよ

いよ新システムが完成し、令和６年３月から次の３点が変わ

ります。 

○行政手続における戸籍謄抄本の添付省略が可能に 

○戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省略が可能に 

○本籍地以外での戸籍謄本発行が可能に 

詳細は以下の通りです。 

 

◆行政手続における戸籍謄抄本の添付省略が可能に 

 例えば健康保険の被扶養者認定や国民年金第３号

被保険者の資格取得事務における婚姻歴の確認といった、

親子関係や婚姻関係等を確認する手続きでマイナンバー

を利用することとなり、戸籍謄抄本の添付省略が可能にな

ります。 

 

◆戸籍の届出における戸籍謄抄本の添付省略が可能

に 

婚姻届や養子縁組届など様々な戸籍の届出の際に、

戸籍謄抄本の提出が不要になります。 

さらに、戸籍の届書が提出後電子化されることで、すぐに

新しい戸籍謄抄本が発行できるようになります。 

 

◆本籍地以外での戸籍謄本発行が可能に 

住んでいる市区町村や勤務先の最寄りの市区町村の

役場の窓口で、自身の戸籍のほか、配偶者、父母、祖父

母、子の戸籍の謄本も取得可能になります。 

さらに、オンラインで行政手続をする際に利用可能な戸

籍の証明書として、新たに「戸籍電子証明書」が発行され

るようになります。パスポートの発給申請時にこの証明書を

行政機関に提示することで戸籍証明書等の添付が不要と

なる予定で、今後、他の手続きにも拡大される見通しです。 

 

【法務省「戸籍法の一部を改正する法律について（令和

６年３月１日施行）」】 

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00082.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

黒柴 夢ちゃんから一言 

親子関係や婚姻関係等を確認する行政手続で 

戸籍謄抄本が不要に 

親子関係や婚姻関係等を確認する行政手続で戸籍

謄抄本が不要に親子関係や婚姻関係等を確認する

行政手続で戸籍謄抄本が不要に 

 

みなさん こんにちは。 

公益財団法人 日本漢字能力検定協会は今年 

１年の世相を表す漢字一字を公募し、毎年、 

京都・清水寺で発表され、奉納の儀式も行われ

ます。 

2023年の漢字は【税】でした！ 

法人税、所得税、たばこ税の「税」議論が活発

に行われ、インボイス制度がスタートしたこと

が大きく影響したようです。 

 

来年の漢字は黒柴夢ちゃんの

【夢】になるといいな。 

 

新しい年もご指導ご鞭撻 

の程、何卒よろしくお願い 

申し上げます。 

 


